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1 は じ め に

近年,食生活においては消費の高級化や多様化 ,個性化 ,

簡便化, レジャー化といった新たな変化が生じてきている

が,こ のような変化をもたらした要因として,所得水準の

向上や生活意識の変化,高齢化社会の進展,単身・独身世

帯の増加,女性のよリー層の社会進出などが挙げられよう。

今後 ,これらの要因の進展とともに,食料消費にはなお一

層の変化が予想されており,食料需要の変化が,農業や食

品産業の生産構造にいかなる影響を及ぼすかといったマク

ロ的観点からの分析は,非常に重要な課題といえる。

家計における食料消費の実態をみると,近年,外食や調

理食品への消費支出の増加が著しいことから,こ こでは ,

家計における農産物の直接消費や加工食品,外食等からの

摂取熱量とそのコストを推計し,外食需要が増加した場合 ,

それが農業と食品工業の生産にいかなる影響を及ぼすかを

予測し,分析する。

2 摂取熱量とそのコスト

1980年の場合,我が国では国民 1人・ 1日 当り 25544

kcalの 熱量 (農林水産省『食料需給表』)を摂取 してい

る。この熱量がどこで摂取されているかを,『産業連関表」

で求めたのが表 1である。

表 1の値をみると, 1日 の総摂取熱量のうち,家計場面

で2156kcal(全 体の844%),飲食店で298kcal(同 117

%),そ の他のサービス業で101kcal(同40%)摂 取さ
れている。このように総摂取熱量のうち,大部分は家計で

摂取されているが,こ の家計での摂取熱量を,農林漁業か

ら直接仕向けられる農水産物と食品工業から仕向けられる

加工食品とに分けてみると,前者からは976kcal,後 者か

表 1 消費場面ごとの摂取熱量とその価格(1980年 )

らは1180kcalで あり,現在では,農水産物よりも加工食

品からの摂取熱量の方が多い点も注目される。

この各消費用途において,千kcalの 熱量を得るのにど

れだけのコストを要したかを表 1でみると,家計消費が ,

3507円 ,飲食店が9351円 であり,家計消費の場合でも

農産物の直接消費では2963円 ,加工食品では3958円 と

なった。このように同じ熱量を得るのに,飲食店では家計

消費の約267倍の,ま た家計消費でも,加工食品では農水

産物の直接消費に比べて約134倍のコストを要するといえ

る。

3 外食費の増加による摂取熱量の変化

近年,我が国では 1人・ 1人当り摂取熱量には,ほとん

ど変化がみられない。今後,家計における外食費は増加す

ると予測されているが,当然,それに対応して家計での摂

取熱量は低下しよう。このような外食費の増加とともに,

食料需要は量的,質的に変化するであろうが,それが更に

農業や食品工業,その他の産業の生産にいかなる影響を与

えるであろうか。

この予測問題において,こ こでは次のことを仮定する。

(D 各産業の投入係数は,従来のまま固定的である。
2)国民 1人・ 1日 当りの総摂取熱量は,1983年の水準
(2554 4kcal)に 留まる。

このような仮定のもとで,家計における飲食店への支払

額が50%増加すると,飲食店からの摂取熱量は国民 1人・

1日 当り148 89kcal増加する。この摂取熱量の増加分を ,

これまで家計において摂取していた熱量から減じるとする

と,家計での摂取熱量は従来の2155 74kcalか ら200684

kcalに低下させる必要がある。

一般には,外食による摂取熱量の増加に対応して,家計

で消費する食料の内容も量的,質的に変化するであろう。

食料消費の量的変化に関しては摂取熱量の合計という制約

F14を置くが,質的変化に対しては,次のような二つのケー

スを想定する。

ケース1……消費品目の構成割合は,1980年のまま不変

である。

ケース2……消費品月の構成害1合は,1975年から1980年

における変化が今後も続く。

産業連関表の場合,飲食店支払額の増加や家計における
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食料消費の変化は,最終需要部門である「家計外消費支出」
と「民間消費支出」から,内生部門である飲食店や農林漁

業部門及び食品工業部門の各生産物への最終需要の変化と

して把握することができる。

いま,単位行列をI,投入係数行列をA,輸入係数行列
をM,国内生産額ベクトルをX,最終需要ベクトルをY,輪
人ベクトルをEとする。競争輸入型モデルの場合,最終需
要ベクトルYが△Yだけ変化した時,こ の最終需要ベクト
ルの変化に対応する国内生産額ベクトルXの変化△Xは ,

次式で求められる。

X+△X=〔 I― (I― 立 )A〕 1((I― 立)(Y+△ Y)
+E〕

表 2では,飲食店支払額が1980年の値よりも50%増加し
た場合,最終需要ベクトルの変化により誘発される各産業

部門の生産額ベクトルの変化を,上述のケース1と 2につ

いて推計し,それらを「農林漁業」と「食品工業」.それ

以外の「他産業」という三つの産業部門に要約し表示して

いる。

4 外食費の増加による各産業の生産誘発額

表2において,ま ず飲食店支払額が50%増加した場合に,
家計消費における消費品目の構成割合は1980年のまま不変

であると仮定したケース1の推計結果をみると,生産誘発
額合計は,農林漁業と他産業では124億円と86,242億円の

表 2 飲食店消費が50%増加した場合の生産誘発
額の変化

増加であるが,食品工業では250億円の減少となり,内生
部門計でも86,H6億円の増加となった。
これを生産誘発額の変化率△X/xでみると,飲食店支
払額が50%増加すると,食品工業では生産額が現状よりも
013%減少するが,農林漁業と他産業ではそれぞれ007%
と347%増加し,産業全体 (内生部門計)と しても,300
%と いうかなり大きな生産額の増加を誘発するといえる。
もちろん,こ のような飲食店支t量の増加が,各産業部
門の生産額に同じような影響を与えるのではない。表 2に

おける生産誘発額の変化率には,産業部門間でかなり大き
な差異がみられる。例えば,農業部門においては,畜産と

水産ではそれが098%と 264%で あり,生産額の大きな増 .

加を誘発するのに対して,米では-199%であり,生産額
が減少することを意味している。これは,畜産物や水産物
は,相対的に飲食店向け比率が高いという特徴がある。こ

れに対して米は,両者に比べて,直接消費向け比率が相対
的に高い。そのため飲食店需要による増加よりも,家計消
費における減少の方が大きく,全体としての生産誘発額は
減少するといえよう。

同様に,食品工業の生産誘発額変化率においても,バン・

菓子・めん類などの家計比率の高い部門がマイナス,製粉
など他産業の素材需要となる比率が高い部門がプラスとい

う傾向がみられる。

次に,家計消費における最近の品目構成の変化を考慮し
たケース2の生産誘発額の変化率をみると,農林漁業では,
033%の増カロ,食品工業では-031%の 減少 ,他産業では
347%の増加となってぃる。これはケース 1と 比べて,農
林漁業では著しく高く,逆に食品工業で低い値となってい

る。なお,他産業ではケース 1と 2では値がほぼ変らな0、

これを各産業ごとにみると,ケース2の変化率がプラス
で,かつケース1よ り高い畜産などの部門では,飲食店支
払額が増加した場合 ,需要の増加がよリー層期待できるが ,
ケース1よ りも値の低い部門では,生産物需要は増加する
が,増加率は次第に低下する傾向にあるといえよう。この
ような推計結果は,食料需要の今後の方向をある程度示唆
していよう。

5  お わ  り  に

ここでは,産業連関表を用いて,外食費が増加した場合 ,
それが農林漁業や食品工業などにいかなる影響を及ぼすか

を予測し,分析した。しかし,近年における食生活の多様
な変化や外食産業の発展等を考慮した場合,よ り詳細な産

業分類による農林漁業と食品工業の関連の分析や,農産物
輸入が農林漁業や食品工業に及ぼす影響の予測等も必要と

なってこよう。
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注 ここでは 飲食店支払額が 1,80イ I饉業連関表の値よつも50%増 加した場合
の生産義発額を,ケ ース 1〈家計消費における消費品日の構成割合は1,30年
のまま不変)と ケース2(消費品日の構碑 1合は 1,75年から1980年 におけ
る変イとが今後も続く)について推計 した。単位は変化率が

“

 銹発燿合計は
億円である。
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